
はしがき

近年、日本国内でも外国人の経営者が増えています。本邦での外

国人経営者数についての公的な統計数値等は公表されていません

が、経営・管理の在留？臼格（以下「経営・管理ビザ」という）で活

動する外国人の人数は着実に増えています。経営・管理ビザ以外に

も、永住者や日本人の配偶者等の在留賓格の外国人経営者も相当の

人数がいるものと椎定されます。

●在留資格「経営·管理」で活動する外国人数推移

（人）
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在留賓格申詰を行う行政書士の方も、外国人による日本での起業

や、いわゆる経営・管理ビザ等の相談を受けることも多くなってい

るかと思います。

他方で、外国人による日本での起業や経営者としての活動は、入



管法などの法令や外国人ならではのイレギュラーなことがらに直面

することもあるほか、入管当局の審査も簡単なものではありませ

ん。

本書では、これらのことについてできるだけわかりやすく解説を

するために、各章の 1 ページ目で「要旨」を述べ、文中でもできる

だけ図表を用いています。使用している一部の用語も、法令等で使

用されている文言ではなく、できるだけ読み手に理解しやすい言い

回しとしています。

また、第 2 章では、事業計画書をあまり作成したことのない人が、

事業計画の作成目的とフレームワークを理解しやすくするために例

示とともに解説しています。最終章では、 FAQ（よくある質問）

についてコメントし、のちに復習しやすいように参照できる章を記

載しました。また、外国人の起業に関する相談において専門家とし

て頻出するトピックについてはコラム記事にまとめました。

本書が外国人による本邦での起業活動の一助となり、地域社会の

発展に少しでも資することとなるなら幸いです。

令和 7 年 7 月

行政書士村井将一

•本書お買い上げ特典として、第 2 章に掲載されている事業計画書が

当社ホームページにて、ダウンロードすることができます。

•ご利用方法の詳細は巻末に記載しておりますので、ご確認のうえご

利用ください。
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第 1 章

外国人が日本で
起業するためには



要 旨

C冽国人が日本で起業し、経営者の活動をするためには、日

本の入管法令で認められた在留資格を持っている必要があ

ります。そのため、外国人は、在留資格なしでは自由に日

本で自分の会社を起業し経営者となることや、日本企業の

取締役等の役員として活動することはできません。

O以下の在留資格を持つ外国人は、日本人と同じように経営

者の活動ができます。

•永住者（特別永住者）

•定住者

•日本人の配偶者等（いわゆる配偶者ビザ）

•永住者の配偶者等

0しかし、日本の在留資格を持つていない外国人、技術・人

文知識・国際業務や留学、家族滞在などの在留資格で日本

に滞在する外国人は、経営者の活動を行うことのできる以

下の在留資格の取得または変更が必要です。

•経営・管理

•高度専門職 1 号ハ

•高度専門職 2号（条件に該当する人のみ）

0それぞれの在留資格には、入管法令や入管当局の審査基準

が細かくあります。経営者の活動を継続するためには在留

資格の更新が必要になるなどの外国人ならではの場面もあ

り、事前に法令・ルールを十分に理解して起業を準備する

ことが肝要です。



第 1 章 外国人が日本で起業するためには

1. 日本で会社経営ができる外国人

（在留資格）

外国人が日本国内で自らの会社を起業し経営者の活動をする場

合、また、既存の日本企業で経営者として活動する場合には、原則、

日本の入管法令でそれらの活動が認められる在留汽格を持っている

必要があります。

外国人が日本で会社を起業し、経営者として活動するためには、

次のいずれかの在留賓格が必要です。「永住者（特別永住者）」「定

住者」「日本人の配偶者等」「永住者の配偶者等」といった活動に制

限のない在留資格 1 （以下「身分系在留資格」という）、または「経

営~・管理」「高度導門職 1 号ハ」 2 「高度専門職 2 号」という経営者

の活動に従事できる在留資格です。

\ 

〇現在の在留資格で経営者の活動ができる外国人

以下の在留資格の外国人は、その在留資格が有効の間は、日本

人と同じように経営者の活動ができます。

•永住者（特別永住者）

・定住者

・日本人の配偶者等（いわゆる配偶者ビザ）

•永住者の配偶者等

l 入管法別表第二の上欄の在留柑格（身分や地位に碁づく在留狩格）
2 高疫専l"J職 l サイ及ぴ口では、主たる活動に関連する「従たる析動」としての会社

経営をすることが認められる楊合があります。ただし、ーじたる活動を阻害しない程

度の会社経営の活動となります。

13 



例えば、すでに日本人の配偶者等の在留資格を持つ外国人は、現

在の在留資格のまま日本で起業し、経営者として活動できます。ま

た、これから日本人と結婚する外国人も、日本人の配偶者等の許可

を受ければ該当します。他方で、日本人の配偶者等その他の身分系

在留資格が有効でなくなった場合は、経営者の活動を行うことので

きる在留資格に変更する必要があります。

「永住者（特別永住者）」「定住者」「日本人の配偶者等」「永住者

の配偶者等」の日本での起業に際しての規制やプロセスは、原則日

本人の起業家とほぽ同じです。入管法令などの制限を受けることな

く、日本での起業と経営者の活動に従事することができます。例え

ば、個人事業主として自宅をオフィスとすること（いわゆる自宅開

業）、資本金が 50 万円や 100 万円などの小資本の会社を立ち上げて

スモールビジネスを始めることもできます。

他方で、現時点で日本の在留資格を持っていない外国人（海外居

住者）、技術・人文知識・国際業務や留学、家族滞在などの在留資

格で滞在する外国人汀ま、原則、経営者の活動を行うことのできる

以下の在留資格の取得または変更が必要です。例えば、現在海外に

居住している外国人、いわゆる就労系在留資格で会社員などとして

働いている外国人、外国人留学生などです。

〇経営者の活動ができる在留資格

・経営・管理

•高度専門職 1 号ハ

•高度専門職 2 号（条件に該当する人のみ）

3 入管法別表第二の上欄の在留資格「永住者（特別永住者）」「定住者」「日本人の配
偶者等」「永住者の配偶者等」以外の者
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そのため、それらの在留資格を有する人たちは、起業に際して、

入管法令などが求める各種の基準をクリアしなければなりません。

例えば、経営・管理の在留資格を取得する場合、資本金、オフィ

スの確保、経営能力などに基準があります。そのため、自宅マンショ

ンの一室とパソコンだけで開業することや資本金 100 万円などの小

資本での起業が事実上できません。

このように、現在の在留資格を変更することなく日本国内で起業

できる場合と、経営・管理ビザなどの在留資格を新たに取得する必

要がある場合の 2 つの場面があります。

起業にあたっては、どの在留資格が最もスムーズであるか検討し

ていくことになります。例えば、状況によっては、経営・管理ビザ

よりもいわゆる配偶者ビザのほうがスムーズな場合もありえます。

逆に、高度専門職 1 号ハを取得するほうが望ましい場合もありえま

す。
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■図表 1 -1 事業経営を行うことができる在留菱格

在留資格 概要 在留期間

永住者 法務大臣が認める者 無期限

日本人の 日本人の配偶者若しくは特別菱子ま 5 年、 3 年、 1 年

配偶者等 たは日本人の子として出生した者 または 6月

永住者の
永住者等の配偶者または永住者等の

5 年、 3 年、 1 年

配偶者等
子として本邦で出生しその後引き続

または 6月
き本邦に在留している者

法務大臣が特別な理由を考慮し一定
5 年、 3 年、 1 年、 6 月

または法務大臣が個々に
定住者 の在留期間を指定して居住を認める

指定する期間
者

(5年を超えない範囲）

経営・
本邦において貿易その他の事業の経

5 年、 3 年、 1 年、 6 月

管理
営を行いまたは当該事業の管理に従

4月または 3月
事する活動

法務大臣が指定する本邦の公私の機

関において貿易その他の事業の経宮
高度専門 を行い若しくは当該事業の筐理に従

5年
職 1 号ハ 事する活動または当該活動と併せて

当該業務と関連する事業を自ら経営

する活動

高度専門職 1 号取得者が3年以上在

高度専門 留し、素行が善良であリ、かつ日本
無期限

職 2号 国の利益に合致しているなどの要件

を満たした場合に認められる

1J I所：人竹法令よりコンチネンタル1Kl際行政11r士法人が作成
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第 1 章 外国人が日本で起業するためには

2. 外国人起業の基本的な流れ

外国人が日本で起業し、経営者の活動をするためには、 1. で述

べたように、現在海外に居住している外国人、永住者や日本人の配

偶者等その他の活動に制限のない在留汽格を持っている外国人以外

は、経営・管理などの会社等の経営者の活動に従事できる在留質格

を取得することになります。

一般的な外国人による日本での起業準備の流れは、以下のステッ

プになります。

〇外国人起業のステップ

[STEP 1 > 事業計画の策定

<STEP2 > 会社設立

<STEP3 > 事業許認可の取得（必要な場合）

<STEP4 > 経営・管理などの在留資格の取得

<STEP5 > 資金調達

<STEP6 > 経営・管理などの在留資格の更新

（決算・活動内容などが重要）

<STEP 1 】事業計画の策定

とにもかくにも、どのような事業を始めるのかという事業計画を

考えることは日本人の起業家と同じく最も諏要です。起業には必要

な質金、商品やサービス、それを支える人的府源が不可欠です。ま

して、外国の地での起業になるわけですから、より慎甫に検討する

ことが賢明です。

17 



<STEP2 】会社設立

事業計画が定まったら、会社を設立します。通常、株式会社か合

同会社を選択することになります。このときに経営・管理や高度専

門職の在留資格を取得するために入管法令、ガイドライン及び行お

うとする事業に係る法令などの各種規制があります。

それらの規制をクリアできるように会社設立の計画を立てなけれ

ばなりません。日本人や身分系在留資格の外国人は自宅マンション

の一室等を会社の本店として登記できるので簡単ですが、それ以外

の外国人は法令等の要件を満たしたオフィス事業所を確保すること

が求められます（入管法令、ガイドライン）。

そのオフィス事業所の確保が済んでいる前提で、会社設立には国

内滞在者であれば最短で 2~3 週間、海外居住者の場合は、海外で

サイン証明書など必要書類を作成するほか、外国人本人のサインや

押印、原本書類の国際郵便での配達が発生するため 1~2 か月くら

いかかることが通例です。

【STEP3 】事業許認可の取得（必要な場合）

事業を運営するために必要な許認可があればそれを取得します。

中古車や中古のフィギュアなどの輸出入を行う場合は古物商の許可

が、レストランやカフェを開業する場合は飲食業許可が必要です。

これらは、外国人個人の名前で取得するのではなく、新設する法人

が法人の名前で取得します。

【STEP4 】経営・管理などの在留資格の取得

その後、管轄の出入国在留管理局へ経営・管理などの在留資格の

申請（在留資格認定証明書交付申請または在留資格変更許可申請）

を行います。管轄の出入国在留管理局から許可がなされたら事業を

開始できます。
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第 1 章外国人が日本で起業するためには

審壺期間は、申請した出入国在留管理局、申請時期、申請人の経

歴、事業内容、事業計画書を含む申語書類の不備不足の有無などに

よって大きく変わります。審査が 1 か月で完了することもあれば、

6 か月以上の時間を要することもあります。

■図表 1-2 外国人起業の流れ（経営・管理ピザ取得の場合）

1か月 ●か月 3か月 1~2か月
r I ＼占←- （平） 1 I I I 

起集準傭

事婁It國●

自己資金（資本金）

r--------------•--------------------------------------------------—-----------------·--i 
ピザ取得から資金謁違．ビザ更新まで見揖えたtt國

':-ーー：ここここ―-7..:―ーー：ここご―:-―-―_-..:―二7..:―ーーニニ―ニー：ニ-..:ーーこここー：―＿_-..:こここここー：ここ―--..:7ニここここここーニ7-――--------! ビザ取得から許認可．資金111違まで見据えた資本金額の設定 ! 
ｷ------------------------------------------------------------------------------

オフィス

銀行口座

在留l111間

r----······--------·0·······一、

: 許認可・ピザ取褐の賽件を溝たす必賽 ! 
；：ごご二ごごごごごごごごご二．：ごごごご二ニーニ7ごごごi
1 ビジネスパートナー（他の発起人等）の賓慧 , 
‘· ｷ •- ----- ｷｷｷ----• -----··争----------·

,,-----------------------——···——·—······--·——` i ピザ更新の11118 、喪失事由に留意 、
··ー·------·····—”··—··------·-·-------—··-J

囀•• 

全体のコンサルティング
(Consulting) 

出所：コンチネンタルl叶際行政11H法人
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【STEPS] 資金調達

事業の状況によっては賓金調達を行うことになります。通常は資

金の調達は関係者からの借入れなどが中心になります。金融機関か

らの借入れや投汽家からの出資受入れもありえますが、ハードルが

上がっていきます。質金調達はあくまで個別性の高いものといえま

す。
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【STEP6 】経営・管理などの在留資格の更新

在留資格が許可されたのちも無期限無制限に経営者の活動を行う

ことはできず、在留資格の更新（在留期間更新許可申請とその許

可）が必要です。在留期間更新許可申請では、それぞれの在留資格

に定められた規制に従うことになります。

経営・管理の在留資格を持つ場合、決算状況や役員報酬の水準、

事業所の有無、納税状況などが、 1 年・ 3 年・ 5 年ごとに入管当局

により確認されます。

また、日本人の配偶者等の在留資格など身分系在留資格の外国人

は、日本人である配偶者と離婚するなど当該在留資格が更新できな

い場合は、経営・管理などの他の経営者の活動ができる在留資格へ

変更することになります。在留資格の変更許可が得られないと事業

が継続できなくなることもあります。

(1) 海外在住者による起業

外国人が日本で起業し、経営者として活動する際には、その人が

海外在住か国内在住か、また、現在の在留資格の種類などによっ

て、準備すべき内容が変わります。

① 日本に居住する協力者がいる場合

海外在住者の場合、日本での起業準備のために、日本に居住する

日本人や永住者などの協力者（ビジネスパートナー）を要すること

が一般的です。海外在住者は、会社設立に際して必要な資本金等の

払込みを受け取るための有効な銀行口座を持っていなかったり、非

居住者であるとして事業の開始に必要な各種許認可の取得が困難で

あったりする場合があるからです。

日本での協力者は、通常、会社設立にあたり、共同代表取締役な
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